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予算集合の配分のランキング1）

宮 城 島　　要2）

概要

本稿では，生産経済における予算集合の配分を社会的に評価する方法につい

て考える。予算集合は，個人が労働量と消費バンドルを選択する機会であり，

何らかの意味での自由をその個人に与えると考えられる。各個人はそれぞれ異

なる予算集合上のランキングと生産スキルを持つと仮定される。これらの情報

を集計し，予算集合の配分を機会の平等の観点からランク付ける方法を構築す

る。本稿では，集計の原理として，弱パレート原理，ハンソン独立性，分離可

能性という社会的選択理論の分野においてよく知られているものに加えて，機

会の平等に関係した二つの公理を導入する。これらの公理から，二つのランキ

ング方法を導出する。

1.　イントロダクション
本稿では，生産経済において，人々に関する多様な情報を基にして予算集合

の配分をランク付ける問題について考える。予算集合は，財空間における個人

の機会集合であると考えられる。本稿では，機会集合の配分の評価に関する公

平性や効率性などの公理から，予算集合の配分に関するある社会的なランキン

グを導き出す。

 1） 本稿は筆者の博士論文第 4章に基づいている。大学院において指導をしてくださっ
た鈴村興太郎氏，蓼沼宏一氏，吉原直毅氏，坂本徳仁氏に謝意を表する。本稿におけ
る誤りは全て筆者の責任である。また，本稿は青山学院大学経済研究所の研究プロ
ジェクトの成果である。

 2） 青山学院大学経済学部経済学科
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機会集合の内在的価値を考慮した幾つかの研究では，財空間における機会集

合として線形予算集合が扱われた（Sen （1993），Tadenuma and Xu （2002），Xu 

（2004），Kolm （2010），Miyagishima （2010）を参照）。しかし，Thomson （1994） 

が議論したとおり，非線形の課税政策，福祉プログラム，数量割引や二部料金

制などが原因で，現実の予算集合は線形にならない場合が多く，凸性を満たさ

ないことも稀ではない。そこで本稿では，必ずしも凸性を満たさないような予

算集合を機会集合として考える。

本稿では，二つの点において個人間に違いがあると仮定する。第一に，生産

スキルに差違があるという仮定である。このことから，労働一単位当たりの賃

金率が個人間で異なる状況が生じる。第二に，予算集合の評価基準が異なると

いう仮定である。また，機会集合のランキングルールに関して，望ましいと思

われる公理は人の価値判断によって異なりうるであろう。採用される公理が異

なれば，そこから別のランキングルールが導かれうる。この場合，人々の間で

異なるランキングルールが用いられる可能性がある。他の関連研究（例えば，
Herrero et al. （1998）, Bossert et al. （1999）, Gotoh and Yoshihara （2003） など）にお

いては，人々の機会集合に関する評価は同一であると仮定された。しかし，人々

の機会に関する評価の多様性を考慮すると，異なる予算集合上の評価を集計す

ることは，興味ある問題であるといえるだろう3）。

集計に関する原理として，弱パレート原理，ハンソン独立性，分離可能性な

どの社会的選択理論でよく知られている公理に加えて，機会の平等に関する次

の二つの公理を社会的ランキングルールに要求する。第一の公理は，予算集合

について同じランキングを持つ二人の個人について，その二人の間で不労所得

の違いによる機会の不平等があるとき，その機会の不平等を減少させる所得移

転は社会的ランキングによって弱い意味で選好されることを要求する。この公

理の含意は，同じランキングを持つ二人の個人が，そのランキングに照らして

同程度に価値のある機会を保障しようとする所得移転政策が社会的に受容され

 3） 他の関連する研究として，Kolm （2004） と Savaglio and Vannucci （2009） は非線形予
算集合のランキング問題を考えた。
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るべきだと解釈できる。第二の公理は，全ての個人が同じ生産スキルの下で同

じ線形予算集合を持つとき，配分の状態を改善する実行可能な所得移転は存在

しないことを主張する。この公理は，Kolm （1973） によって議論された「共通

の機会集合」の意味での機会の平等に関する公理である。この原理は，上で述

べた先行研究（Herrero et al. （1998）, Bossert et al. （1999）など）において広く採用

されている。

これらの公理から，ある種の個人間比較に基づくマキシミン社会的順序を導

き出す。この基準は，参照基準となる賃金率である。本稿のモデルで集計され

る情報は，自由に関する序数的なランキングのみであり，自由の個人間比較は

行っていないことに注意されたい。

本稿の残りは次のように構成されている。2節で，基本的な表記を導入する。
3節では，社会的ランキングが満たすべき公理を導入する。4節で，本稿の社会

的ランキングルールを提示し，その公理化を示す。5節において結語を述べる。
6節で，定理の証明を与える。

2.　準備
Rを実数の集合とする。N＝{1, 2, …}を潜在的な個人の集合とする。人数が

2以上となる Nの部分集合の集合族を Nとする。I＝{1, … │I│} Nは，評価対

象となる社会における個人の集合を表す。n≥1消費財の数とする。x＝（x1, …, xn）
R+
nは消費財バンドルを表す。各個人は区間［0, 1］から労働供給量 lを選ぶ。消

費空間を x＝R+
n×［0, 1］とする。

本稿では，予算集合を次のように定式化する。まず，
F {f： R+

n→ R+│fは連続的かつ非減少的，f（0, …, 0）＝0}

G {ɡ：［0, 1］→ R+│ɡは連続的かつ非減少的，ɡ（0）＝0}

を定義する4）。このとき，予算集合を
B（f, ɡ, t）＝{（x, l）X│f（x）≤ɡ（l）＋t}

 4） 関数 f： R+
n→ R+が次の性質を満たすとき，fは非減少的であると言う：任意の （x1, 

…, xn）, （x1′, …, xn′） R+
nについて，xj≥xj′（ j）あるとき，f（x1, …, xn）≥f（x1′, …, xn′）。
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とする。本稿で考える予算集合の集合族を
ß {B（f, ɡ, t）│f F, ɡ G, t R, B（f, ɡ, t）はコンパクト集合 }

とする。各個人 iについて，Bi ßを各個人 iの予算集合とする。任意の Bi＝B

（fi, ɡi, ti）, Bi′＝B（f i′, ɡi′, ti′） ß について，fi（x）≤ f i′（x）（ x Rn）, ɡi（l）≥ɡi′（l）（ l［0, 

1］）, ti≥ti′，かつ少なくとも一つの不等号が厳密な意味で成り立つとき，Bi⊃Bi′と

表す。また特に，pj>0を財 jの価格，w［0, w］を賃金率とするとき，価格べク

トル（p, w）＝（p1, …, pn, w）R+
n×［0, w］と所得移転 t Rが与えられたときの線形

予算集合を
B（p, w, t）＝ （x, l）X│∑pjxj　≤wl＋t 

j＝1

m

と表す。B＝（B1, …, B│I│）＝（B（fi, ɡi, ti））i I ßIを社会的な予算集合の配分とする。

iを各個人 iの ß上のランキングとする。任意の Bi, Bi′について，［Bi Bi′］ は「Bi

は Bi′と少なくとも同程度の自由を個人 iに与える」と解釈される。 iと～iを，

それぞれ i非対称部分と対称部分とする。本稿では，個人の予算集合上のラン

キングは完備性，推移性，連続性に加えて次の性質を満たすと仮定する：

任意の Bi, Bi′ ßついて，Bi Bi′ BiPiBi′

は上の仮定を満たす全てのランキングの集合とする。個人のランキングの

プロファイルを ＝（ 1, …, │I│） Iで表す。また，各個人 iにはそれぞれ生産ス

キル wi≥0が与えられているとする。スキルのプロファイルを w＝（w1, …, w│I│）

で表す。本稿においては，すべての可能な経済の集合を E＝I× I×R+
I で表す。e

＝（I, , w）Eである経済を表す。
e＝（I, , w）Eに関する社会的ランキングとは，完備的かつ推移的な ßI上の

ランキングである。社会的ランキング関数 Rは，各経済 e＝（I, , w）Eについ

て，社会的ランキング R（e）を指定する。BR（e）B′は「e＝（I, , w）Eにおいて，

予算集合の配分 Bが B′よりも社会的観点から少なくとも同程度に望ましい」と

解釈される。同様に，I（e）と P（e）は社会的な無差別のランキングと厳密なラン

キングをそれぞれ表している。
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3.　社会的ランキングルールに関する公理
この節では，社会的ランキングルールが満たすべき公理を導入する。第一の

公理は，予算集合配分の評価における効率性に関するものであり，弱パレート

原理としてよく知られたものである。

弱パレート原理：任意の e＝（I, , w）Eと，任意の B, B′ ßIについて，全ての
i Iに関して Bi iBi′ならば，BP（e）B′となる。

この公理は，二つの配分を比較するとき，全員一致して一方の配分における

予算集合を他方よりも高く評価している場合，前者の配分が後者より社会的に

高くランクキングされることを要求する。

次に，情報の効率性に関する公理を導入する。

ハンソン独立性：任意の e＝（I, , w）, e′＝（I, ′, w）Eと，任意の B, B′ ßIについ

て，もし全ての i Iについて

A～i Bi A～i Bi

A～i Bi′ A～i Bi′

となるとき，BR（e）B′ BR（e′）B′となる。

この公理は，次のような独立性の性質を社会的ランキングに要求する。二つ

の予算集合配分を比較しているとしよう。このとき，もし各個人のランキング

がその二つの配分における予算集合と無差別なものが不変のまま，その他の予

算集合についてのランキングが変化したならば，その変化の前後で二つの予算

集合配分の社会的評価が変わらないことをを要求する。

次の公理は，社会的ランキングルールが無関心な個人に影響されないことを

要求している。

分離可能性：任意の e＝（I, , w）Eと任意の B, B′ ßIについて，もし│I│≥3であ

り，かつある i Iについて Bi＝Bi′ならば，
BP（e）B′ B_iP（e_i）B′_i

となる。ただし，e_iは個人 iを元の経済 eから除いた経済であるとする。

この公理は，二つの配分において同じ予算集合を持つ個人は社会的なランキ

ングに影 響を与えないことを要求する。Fleurbaey and Maniquet （2006） は，この
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公理は社会的 ランキングルールの構造を単純にしてくれるだけでなく，「無関

心な個人が社会的意思決定に介入する必要は無い」という「補完性の原理」と

して知られる民主主義の一つ基準に関係しているものとして正当化している。

次の公理は，イントロダクションで議論した「同じ価値の予算集合」として

の機会の平等に関係している。

所得移転原理：任意の e＝（I, , w）Eと任意の B, B′ ßIについて，i, j Iについ

て i＝ jかつ，
Bi′＝B（fi, ɡi, ti）i Bi＝B（fi, ɡ, ti-ɛ）i

Bj＝B（fj, ɡj, tj＋ɛ）i Bj′＝B（fj, ɡj, tj）

となり，他のすべての k Iについて Bk＝Bk′ が成り立つとき，BR（e）B′となる5）。

この公理は，同じランキングを持つ二人の個人の間で，そのランキングで測っ

た予算集合の価値に不平等があるとき，その不平等が逆転しない程度の所得移

転によってそ の不平等を是正することは，社会的ランキングによって弱い意味

で選好されるべきだ と要求する。このような所得移転によって，その二人の機

会の価値はより平等になる といえるであろう。この公理は，Pigouと Daltonに

よって考え出され，Fleurbaey and Maniquet （2006） によって採用された公理 

Transfer principle のアイデアを，この論文の問題に応用したものだといえる。彼

らの公理と同様，この公理における所得移転も，弱い意味で社会的に選好され

ることに注意されたい。このことから，この公理は機会の不平等を是認するよ

うなランキングとも矛盾しないことになる。

次の公理は，「共通の機会集合」の意味での機会の平等に関する公理である。

同一な線形予算集合：任意の e＝（I, , w）Eについて，wi＝wj（ i, j I）のとき，

任意の価格べクトル pと，Σj Itj≤0となる全ての所得移転プロファイル（t1, …, 

t│I│）について，

（B（p, wi, 0）i I）R（e）（B（p, wi, ti）i I）

が成り立つ。

 5） 補題 1の証明から明らかなように，この公理の条件を fi＝fj, ɡi＝ɡjに強めたとして
も，この論文の結果に影響は無い。
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この公理は，すべての個人が同一の生産スキルを持ち，同一の線形予算集合

が与えられているとき，政府が所得移転を行って予算集合を再分配することは

望ましいことではないと主張している。全ての個人が等しい機会を与えられて

いる場合には，政府がさらに人々の予算に介入する必要はないであろう。この

公理は，そのような直観を，線形予算集合の場合のみに限定した弱い形で表し

ている。公理「所得移転原理」と同様に，この公理においても，社会的ランキ

ングは弱い意味で配分を比較していることに注意されたい。よって，この公理

も不平等な機会の配分を容認するような社会的ランキングによって満たされる

ことが確認できる。

4.　社会的ランキング
この節では，前節で導入した公理群から導き出される社会的ランキングを導

入する。 便宜上，いくつかの表記を導入する p*を参照価格べクトルと呼ぶ。ま

た，任意の と Bについて，B  B（p*, 0, 0）のとき，w（ , B）を B～B（p, w（ , B）, 

0）となる仮想的賃金率とする。このような値が存在することは， の完備性と連

続性から保証される。

前節で導入した公理から，次の社会的なランキング方法が導き出される。

定理 1：社会的ランキングルール Rが弱パレート原理，ハモンド衡平性，同一

な線形予算集合としての機会の平等，ハンソン独立性，移転原理，分離可能性

を満たす とする。このとき，次のうち一つが成り立つならば，任意の e＝（I, , 

w）Eと任意の B, B′ ßIについて BP（e）B′が成り立つ：

（i） 全ての i Iについて BiPiB（p*, 0, 0）と Bi′RiB（p*, 0, 0）が成立し，かつmi
i
nw（ i, 

Bi）＞mi
i
nw（ i, Bi′）となる。

（ii） 全ての i Iについて Ei（ i, Bi）が存在し，ある j Iについて B（p*, 0, 0）PjBj′と

なる。

証明は補論において行う。B（p*, 0, 0）は，消費財の量は常に 0しか選べず，労

働量のみを選択できる予算集合である。この予算集合を基準として，この定理

は二つの条件に分類される。（i） は，二つの配分において，誰も B（p*, 0, 0）より
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も悪い予算集合を持っていない状況を考える。このとき，最小の等価賃金率を

基準として，予算集合の配分が比較される。この比較基準は，財バンドルの配

分の評価問題において，Fleurbaey and Maniquet （2006） によって提示された社会

厚生順序に類似していることに注意されたい。個人が異なるランキングを持っ

ている場合でも，等価線形予算集合を用いることによって個人間比較を行うこ

とが可能になる。このような個人間比較の基準は，定理で用いられる公理群か

ら 導き出されることに注意されたい。（ii） は少なくとも一人の個人が B（p*, 0, 

0）よりも価 値の低い予算集合を持つ配分は，全員が B（p*, 0, 0）よりも高い価値

の予算集合を持つ 配分より低く評価されることを示している。

この定理 1における社会的ランキングの特徴づけは完全ではない。さらに，

定理 1 にあるランキング基準は完備ではなく，（i） のルールは最小の等価賃金率

が等しくなる二つの配分については何も判断を下さない。しかし，（i） の社会的

ルールについては， 次のことが言える。まず，連続性の公理を導入する。

連続性：任意の e＝（I, , w）Eと任意の B, B′ ßI，そして予算集合の列（Bk）k
∞
＝1, 

（B′k）k
∞
＝1で Bk→B, B′k→B′となるようなものについて，もし BkR（e）B′kが全ての k

について成立するなら，BR（e）B′となる。

このとき，この連続性の公理を定理の公理群に追加することにより，任意の
B, B′ ßIについて，全ての i Iについて Bi iB（p*, 0, 0）と Bi iB（p*, 0, 0）が成立す

るときには，
mi

i
nW（ i, Bi）＞mi

i
nW（ i, Bi′） BR（e）B′

となることが容易に示せる。よってこの場合，（i） の下では，定理にある社会的

ランキングは必要十分条件で特徴付けられる。

また，若干の修正を行なうことにより，類似した社会的なランキングの完全

な特徴づけも得ることが出来る。次のような公理を導入する。

参照賃金率における同一な線形予算集合：参照賃金率 w* 0が与えられている

とする。このとき，任意の e＝（I, , w）Eの下で，もし wi＝wj＝w*（ i, j I）な

らば , 任意の pと，任意の tで B（p, w*, t） ßとなるものと，任意の （t1, …, t│I│） 

で Σj Itj≤0となるものについて，
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（B（p, w*, t）i I）R（e）（B（p, w*, t＋ti）i I）

が成り立つ。

この公理は，全員の生産技術水準が w* 0の下で等しい予算集合を持つとき，

所得移転による再分配を行なって機会を再分配することは社会的によいことで

はないと判断 することを要求する。前節で導入した公理「同一な線形予算集合」

と「参照賃金率に おける同一な線形予算集合」の違いは，前者は全員の所得移

転が 0 の場合に適用され るのに対して，後者は生産スキルが w*になる場合に

適用されることである。この二つ の公理は独立である。

ここで，新たなランキングルールを定義するために次の表記を導入する。上

の公理で導入した参照賃金率 w*が与えられているとする。任意の と任意の B

について，t（ , B）を B～B（p*, w*, t（ , B））となる参照所得移転水準とする。この

ような値が存在することは， の完備性と連続性から保証される。

ここで，次のような結果が得られる。

定理 2：社会的ランキングルール Rが弱パレート原理，参照賃金率における同

一な線形予算集合，ハンソン独立性，所得移転原理，分離可能性 , 連続性を満

たすとき そしてそのときのみ，任意の e＝（I, , w）Eのと任意の B, B′ ßIにつ

いて

mi
i
nt（ i, Bi）＞mi

i
nt（ i, Bi′） BR（e）B′

が成り立つ。

この定理のランキングルールが，定理 2の公理群を満たすことは明らかであ

る。また，定理 2の公理群をみたす社会的ランキングルールが参照所得移転マ

キシミン基準になることは，定理 1と同様の証明に標準的な連続性に関する議

論を加えることより示すことが出来る。

このように，賃金水準と所得移転水準のどちらかを固定することにより，異

なる社会的ランキングが導き出される。この二つのルールを決定的に分離する

公理は「同一な線形予算集合」と「参照賃金率における同一な線形予算集合」

である。この二つの公理に共通した理念は，「共通の機会を人々が持つことは望

ましい」ということであ る。現時点でまだはっきりした結果は出ていないが，
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社会的ランキングが「弱パレート」，「ハンソン独立性」，「分離可能性」を満た

すとき，上の公理より強い「共通の機会」に関する公理は「所得移転原理」と

共存不可能ではないかと予想される。「所得移転原理」は，等しい価値の機会を

人々に与えることが望ましいということを主張する。 Fleurbaey （2007） は「等

しい価値の機会」の保証を超えて，人々に「共通の機会」を与えようとする場

合に困難が生じることを示した。上記の「等しい価値の機会の保証」と「共通

の機会の保証」の間の対立が成り立つならば，この困難に関連していると考え

られる。今後，この二つの原理の両立可能性について探求することは興味深い

テーマだと考えられる。

5.　結語
本稿では，予算集合の配分に関する社会的なランキングルールを幾つかの公

理から導き出した。このルールは，等価賃金率による個人間比較を基準とした

マキシミンルールである。

本稿で導入された公理は，それほど強く平等主義的ではないことに注意され

たい。「所得移転原理」は不平等な機会を是認するようなランキングルールとも

両立しうる。また，公理「同一な線形予算集合」も，適用される条件は全ての

個人が同一な 生産スキルを持つ場合に限定されている上に，機会の不平等な配

分を容認するルール とも両立可能である。このような平等に関する弱い公理か

ら，等価賃金率に基づくマキシミンルールが導き出されたのである。

以下では，今後の研究の方向性について述べたい。第一に，本稿における人々

の ランキングは，包含関係に関する弱い単調性しか満たさない。このようなラ

ンキングの制約では，例えば予算集合の中で効用を最大化できる財バンドルの

み によってその予算集合を評価するような厚生主義的評価を排除していない6）。

しかし，この単調性を強めて帰結主義的な評価を排除した場合に，社会的ラン

キングの構築の可能性はより広がるかもしれない。このことについて，今後調

 6） しかし，この仮定は本稿の結果には影響を与えていないことに注意されたい。
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べてみたい。第二に，本稿では，様々な経済における情報を基に予算集合の配

分を評価する導き出すことであった。しかし，社会計画者は必ずしもその様な

情報を観察することが出来ない。将来の研究として，このような不完備情報化

での予算集合の配分に関する研究を行ないたい。

6.　証明
定理を証明するために，まず二つの補題を示す。

補題 1： 社会的ランキングルール Rが弱パレート原理，ハンソン独立性，移

転原理を満たすとする。このとき，任意の e Eに関して，もし二人の個人 i, j I

について i＝ jかつ Bi′ iBi iBj iBj iB（p, 0, 0）となり，他のすべての k Iについて

Bk kBk′ が成り立つならば，BP（e）Bとなる。

補題 1の証明： e＝（I, , w）Eと B, B′ BIは，この補題の仮定を満たしていると

仮定する。Rは仮定にある公理を満たす社会的ランキングを表す。

以下では，次のようなランキング 0を構築していく。まず，任意の ′と任意

の Bk Bについて，I（ ′, Bk） {A B│A～′Bk}とする。ここで，
I（ 0, Bi）＝I（ i, Bi）,

I（ 0, Bi）＝I（ i, Bi）,

I（ 0, Bj）＝I（ j, Bj）,

I（ 0, Bj′）＝I（ j, Bj′）

とする。e0 Eは，個人 i, jのランキングを 0に変えて，他は eと同じである経

済であるとする。このとき，ハンソン独立性より，R（e）の Bと B′に関するラン

キングは，R（e0）のものと一致する。

次に，wを十分大きな賃金率とする。 0に関して，関数 hi：［0, w］→Rと hj：

［0, w］→Rが存在して，次のことが成り立つと仮定する：ある pについて，
Bi 0B（p, w, hi（w））0B＿i w［0, w］,

Bj′ 0B（p, w, hj（w））0Bj w［0, w］,

B（p, w, hi（w））～0B（p, w′, hi（w′）） w, w′［0, w］,

B（p, w, hj（w））～0B（p, w′, hj（w′）） w, w′［0, w］,
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かつ

B（p, 0, hi（0）＋ ）0Bi′ 0B（p, w, hi（w）＋ε）0B（p, 0, hi（0）- ）

0Bi 0B（p, w, hi（w）-ε）,

Bj 0B（p, w, hj（w）＋ε）0B（p, w, hj（w）-ε）0B（p, 0, hj（0）＋ε′）

0B（p, 0, hj（0）-ε′）0Bj′

が成立する。
B1, B2, B3, B4 ßIを

Bi
1＝B（p, 0, hi（0）＋ε′）, Bi

2＝B（p, 0, hi（0）-ε′）,

Bi
3＝B（p, w, hi（w）＋ε）, Bi

4＝B（p, w, hi（w）-ε）,

Bj
1＝B（p, 0, hj（0）-ε′）, Bj

2＝B（p, 0, hj（0）＋ε′）,

Bj
3＝B（p, w, hj（w）-ε）, Bj

4＝B（p, w, hj（w）＋ε）

として定義する。また，ランキングの性質より，任意の k Iについて，ある所

得移転 tk, tk′  が存在して，Bk ～k B（p, w, tk）, Bk′  ～k B（p, w, tk′）となる。このとき，

任意の k i, j について，tk tk
4＝tk

3 tk
2＝tk

1 tk′ とし，Bk
i＝B（p, w, tk

i）（i＝1, 2, 3, 4）と

置く。
B（p, w, ti

1）B（p, w, ti
2）B（p, w, tj

2）B（p, w, tj
1）

B（p, w, ti
3）B（p, w, ti

4）B（p, w, tj
4）B（p, w, tj

3）

が成立することに注意されたい。各個人のランキングの性質と移転原理より，
B2R（e0）B1, B4R（e0）B3

となる。また，各個人のランキングの推移性と弱パレート原理より，
BP（e0）B4, B3P（e0）B2, B1P（e0）B′

となり，Rの推移性より，BP（e0）B′となる。□

補題 2：社会的ランキングルール Rが弱パレート原理，ハンソン独立性，移転

原理，同一な線形予算集合としての機会の平等，分離可能性を満たすとする。

このとき，任意の e＝（I, , w）Eと任意の B, B′ ßIについて，二人の個人 i, j I

について，
w（ i, Bi′）w（ i, Bi）w（ j, Bj）w（ j, Bj′）

となり，他のすべての個人 k I について Bk＝Bk′  ならば，BR（e）B′となる。



201

予算集合の配分のランキング

—  —

証明7）：ランキングの性質より，w（ i, Bi）w w（ j, Bj）となる w 0が存在する。a

と bを wa＝wb＝wかつ a＝ i, b＝ jを持つ新しい個人とする。この二人から

なる経済を e{a, b}＝（{a, b}, （ a, b）, （wa, wb））とする。
Bk＝B（p*, wk, 0）（k＝a, b）とする。wa＝wb＝wより，Ba＝Bbとなる。また，配

分（Ba, Bb）を，Bk＝B（p*, wk, tk）（k＝a, b）かつ ta＋tb<0とし，さらに，
Bi i Ba i Baかつ Bb j Bb j Bj

を満たすものとする。このとき，ある（Ba″, Bb″）＝（B（p*, w, t″）, B（p*, w, t″））が存

在して ta″＋tb″≤0かつ，Ba″ Ba, Bb″ Bbとなる。

同一な線形予算集合より，

（Ba, Bb） R（e{a, b}）（Ba″, Bb″）

さらに弱パレート原理より，

（Ba″, Bb″） R（e{a, b}） （Ba, Bb）

よって推移性より，

（Ba″, Bb″） P（e{a, b}） （Ba, Bb）
e{a, b, i, j}＝（{a, b, i, j}, （ a, b, i, j）, （wa, wb, wi, wj））とすると，分離可能性よ

り，
 （Ba, Bb, Bi, Bj） R（e{a, b, i, j}） （Ba, Bb, Bi, Bj） （1）

となる。B-, B′＋, B- を

B′＋ iBi′ iBi iB- iBa iBa
－

iBa

が成り立つものとして定義する。同様に，B′＋, B′＋＋, B- を

B′ B B B B′＋＋ B′＋ B′

が成り立つ予算集合として定義する。
B′＋ iB

-
iBa
－

iBaと Bb
＋

bBb, B′＋＋ jB′＋より，補題 1から，

（Ba
－, Bb

＋, B i
－, Bj′

＋＋） P（e{a, b, i, j}） （Ba, Bb, Bi′
＋, Bj′

＋）

となる。同様に，Bb
＋

jBb jBj jBj′
＋＋， Bi i B i

－, Ba iBa
－より，

（Ba, Bb, Bi, Bj） P（e{a, b, i, j}） （Ba
－, Bb

＋, B i
－, Bj′

＋＋）

 7） この証明は，Fleurbaey and Maniquet （2006） の補題 2の証明と同じ論理を用いてい
る。
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となる。推移性より，

（Ba, Bb, Bi, Bj） P（e{a, b, i, j}） （Ba, Bb, Bi′＋, Bj′＋）

を得る。この社会的ランキングと（1）式と推移性より，

（Ba, Bb, Bi, Bj） P（e{a, b, i, j}） （Ba, Bb, Bi′＋, Bj′＋）

となる。分離可能性より，

（Bi, Bj） P（e{i, j}） （B′＋, B′＋）

となる。弱パレート原理と推移性より，

（Bi, Bj） P（e{i, j}） （Bi′, Bj′）

を得る。分離可能性より，BR（e）B′を得る。□

定理 1の証明8）：

（i） B, B′ ßIについて，全ての i Iについて w（ i, Bi）と w（ i, Bi′）が存在し，かつ
minW（ i, Bi）＞minW（ i, Bi′）が成り立つとする。このとき，ランキングの仮定よ

り，次の条件を満たす二つの配分 Ba, Bbが存在する：

（1） 全ての iについて，Bi i Bi
a, Bi

b
iBi′;

（2） ある i0が存在して，全ての i i0について，
w（ i, Bi

b）w（ i, Bi
a）w（ i0, Bi

a）w（ i0, Bi
b）

となる。

（Bk）m＋1を次のような配分の列とする：

任意の i i0について，
Bi＝…＝Bi

1＝Bi
a, Bm＋1＝…＝Bi＋1＝Bb, Ba＝Bm＋1 Bm … B1＝B

とする。このとき，全ての k i0について，
w（ k, Bk）w（ k, Bk＋1）w（ i0, Bi

k）w（ i0, Bk＋1）

かつ，任意の i i0, kについて，Bk＋1＝Bi
kとなる。よって補題 2より，すべての

k i0について Bk＋1R（e）Bkとなる。i0の場合については，Bi0＋1＝Bi0とが成り立つ。

さらに，弱パレート原理より，B1P（e）B′かつ BP（e）Bn＋1が得られる。推移性よ

り BP（e）B′を得る。

i I i I

 8） この証明は，Fleurbaey and Maniquet （2006） の定理 1の証明と同じ論理を用いてい
る。
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（ii） 全ての i Iについて Bi iB（p*, 0, 0）あり，ある j Iについて B（p*, 0, 0）jBj′で

あるとする。B″を次のような予算集合の配分とする： jについては B″＝B（p*, 0, 

0）となり，他の i Iについては B″ B′となるとする。弱パレート原理より B″P

（e）B′となり，（i） の結果より BP（e）B″となる。よって，推移性より BP（e）B′と

なる。□
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